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2025 年 9 月 11 日 

企業会計基準委員会御中 

有限責任監査法人トーマツ 

テ ク ニ カ ル セ ン タ ー

企業会計基準公開草案第87号「後発事象に関する会計基準（案）」等に対する意見 

貴委員会から2025年7月8日付で公表されました企業会計基準公開草案第87号「後発事象

に関する会計基準（案）」（以下「後発事象会計基準案」）、企業会計基準適用指針公開草

案第87号「後発事象に関する会計基準の適用指針（案）」（以下「後発事象適用指針案」）

及び企業会計基準公開草案第88号「『中間連結財務諸表等の作成基準』の一部改正（そのX）

（案）」（以下合わせて「本公開草案」という。）に対して、以下のとおり意見を申し上げます。 

質問１（後発事象の対象期間に関する基本的な取扱いに関する質問） 

「財務諸表の公表の承認日」までを後発事象の対象期間とする本公開草案の提案に同意

しますか。同意しない場合には、その理由をご記載ください。 

【コメント】 

同意します。 

質問２（会計監査人設置会社の計算書類等及び連結計算書類における後発事象の対象期

間に関する質問） 

会計監査人設置会社において作成される計算書類等及び連結計算書類における後発事

象の対象期間を確認日までとする本適用指針案の提案に同意しますか。同意しない場合に

は、その理由をご記載ください。 

【コメント】 

同意します。 

質問３（会計監査人設置会社における確認日後に生じた修正後発事象の取扱いに関する質

問） 

本適用指針案の会計監査人設置会社における確認日後に生じた修正後発事象の取扱い

に関する提案に同意しますか。同意しない場合には、その理由をご記載ください。 

また、後発事象に関する会計基準の公表後に会計監査人設置会社における確認日後に生

じた修正後発事象の取扱いの見直しを行うことについて、ご意見があればご記載ください。 

【コメント】 

同意します。 
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質問４（開示に関する質問） 

本会計基準案の開示に関する提案及び第一種中間財務諸表等における開示の提案に同

意しますか。同意しない場合には、その理由をご記載ください。 

 

【コメント】 

同意します。 

 

 

質問５（適用時期等に関する質問） 

本公開草案の適用時期等に関する提案に同意しますか。同意しない場合には、その理由を

ご記載ください。 

 

【コメント】 

同意します。 

 

 

質問６（その他） 

その他、本公開草案に関して、ご意見があればご記載ください。  

 

【コメント】 

財務諸表の公表の承認日から財務諸表の公表日の間に企業の財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に重要な影響を及ぼす会計事象が発生した場合の取扱いを、本公開草案では明確に

していない。その取扱いを明確にするか、明確にしないのであればその理由を確認したい。 

 

（理 由） 

日本公認会計士協会 監査・保証基準委員会 監査基準報告書560実務指針第1号「後発事

象に関する監査上の取扱い」（以下「監基報560実1」という。）の6.(2)では、「金融商品取引法の監

査報告書日後、有価証券報告書の提出日までに発生した後発事象について、経営者から報告を受

けた場合の取扱い」について、以下の年度の取扱いを記載している。 

a. 経営者が、当該後発事象を反映させた財務諸表を新たに作成し、かつ、有価証券報告書にお

いて開示する財務諸表として、既に監査報告書が付された財務諸表に替えて、新たに作成した財

務諸表を開示する 

b. 経営者が、当該後発事象について、「経理の状況」における「連結財務諸表等」又は「財務諸表

等」の「その他」に記載する 

一方、企業会計基準適用指針第14号「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（以下

「四半期適用指針」という。）第111項及び企業会計基準適用指針第32号「中間財務諸表に関す

る会計基準の適用指針」（以下「中間適用指針」という。）BC5項では、レビュー報告書の提出日と

四半期報告書の公表日の間に差がある場合の第一種中間連結財務諸表及び第一種中間財務諸

表並びに四半期連結財務諸表及び四半期個別財務諸表（以下「第一種中間財務諸表等」とい

う。）の取扱いについて、「レビュー報告書の提出日と四半期報告書の公表日の間に差がある場合、そ

の間に生じた後発事象については非財務情報として開示することが考えられる」としている。 

上述のとおり、現行の監基報560実1における年度の取扱いと、四半期適用指針及び中間適用指
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針における第一種中間財務諸表等の取扱いは、差異があった。 

本公開草案では、原則として監基報560実1に示されている会計に関する内容を踏襲することとして

いる（後発事象会計基準案BC７項）が、監基報560実1の6.(2)の年度の取扱いは引き継いでいな

い。一方、後発事象会計基準案における他基準修正において、四半期適用指針及び中間適用指針

の第一種中間財務諸表等の取扱いは、用語を置き換えたうえで引き継いでいる。 

財務諸表の公表の承認日から財務諸表の公表日の間に企業の財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に重要な影響を及ぼす会計事象が発生した場合の取扱いを明確にするか、明確にしな

いのであればその理由を確認したい。 

 

 

以 上  


